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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示装置の表示に係る特性値に基づいて前記表示装置の寿命を予測する寿命予測方法で
あって、
　前記表示装置の特性値の測定を繰り返して行う特性値測定ステップと、
　該特性値測定ステップによる測定の際の前記表示装置の温度を測定する温度測定ステッ
プと、
　測定した複数の特性値に基づき、前記特性値及び該特性値の測定時期の対応に関する近
似直線又は近似曲線を導出する近似ステップと、
　該近似ステップにて導出した近似直線又は近似曲線、並びに、測定した複数の特性値及
び温度に基づき、前記近似直線又は近似曲線を再導出する再近似ステップと、
　前記再近似ステップにて再導出した近似直線又は近似曲線に基づき、特性値測定の際の
温度が特定の温度であった場合の前記特性値の変化傾向を予測する予測ステップと、
　前記近似ステップにて導出した近似直線又は近似曲線と前記特性値測定ステップにて測
定した各特性値との誤差を算出する特性値誤差算出ステップと、
　特定の温度と前記温度測定ステップにて複数測定した温度との各差分を算出する温度差
分算出ステップと、
　該温度差分算出ステップにて算出した複数の差分から最大温度差分を抽出する最大温度
差分抽出ステップと、
　前記最大温度差分抽出ステップにて抽出した最大温度差分に対応する測定温度を測定し
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た時期を特定する最大温度差分時期特定ステップと、
　該最大温度差分時期特定ステップにて特定した測定時期に対応する特性値について前記
特性値誤差算出ステップにて算出した特性値誤差を抽出する特性値誤差抽出ステップと、
　前記最大温度差分抽出ステップにて抽出した最大温度差分及び前記特性値誤差抽出ステ
ップにて抽出した特性値誤差に基づいて、前記特性値測定ステップにて測定した複数の特
性値を補正する補正ステップと
　を含み、
　前記再近似ステップでは、
　　前記補正ステップにて補正した特性値に基づき前記近似直線又は近似曲線の再導出を
行い、且つ
　　前記近似ステップにて導出した近似直線又は近似曲線と前記特性値測定ステップにて
測定した各特性値との誤差を算出し、これが所定条件を満たすまで近似直線又は近似曲線
の導出を繰り返し行う、
　寿命予測方法。
【請求項２】
　前記特定の温度は、前記温度測定ステップにて測定した複数の温度の平均温度であるこ
と
　を特徴とする請求項１に記載の寿命予測方法。
【請求項３】
　前記特性値測定ステップは、センサを用いて前記表示装置の特性値を測定し、
　前記センサの校正時期を取得する校正時期取得ステップと、
　該校正時期取得ステップが取得した校正時期に基づき、測定した複数の特性値及び温度
を複数に区分する区分ステップと
　を含み、
　前記予測ステップでは、前記区分ステップによる区分毎に予測を行うこと
　を特徴とする請求項１又は請求項２に記載の寿命予測方法。
【請求項４】
　前記表示装置は、カラーの画像を表示する表示装置であり、入力画像から出力画像への
色変換を行うための変換用情報を有し、
　前記変換用情報の調整処理を行った時期を取得する調整時期取得ステップと、
　該調整時期取得ステップが取得した調整時期に基づき、測定した複数の特性値及び温度
を複数に区分する区分ステップと
　を含み、
　前記予測ステップでは、前記区分ステップによる区分毎に予測を行うこと
　を特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれか１つに記載の寿命予測方法。
【請求項５】
　前記予測ステップが前記区分毎に行った予測結果を統合する統合ステップを含むこと
　を特徴とする請求項３又は請求項４に記載の寿命予測方法。
【請求項６】
　コンピュータに、表示装置の表示に係る特性値に基づいて前記表示装置の寿命を予測さ
せる寿命予測プログラムであって、
　前記コンピュータに、
　前記表示装置の特性値の測定、及び、該測定の際の前記表示装置の温度の測定を繰り返
して行った測定値を取得する特性値測定ステップと、
　測定した複数の特性値に基づき、前記特性値及び該特性値の測定時期の対応に関する近
似直線又は近似曲線を導出する近似ステップと、
　前記近似直線又は近似曲線、並びに、測定した複数の特性値及び温度に基づき、前記近
似直線又は近似曲線を再導出する再近似ステップと、
　再導出させた前記近似直線又は近似曲線に基づき、特性値測定の際の温度が特定の温度
であった場合の前記特性値の変化傾向を予測する予測ステップと、
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　前記近似ステップにて導出した近似直線又は近似曲線と前記特性値測定ステップにて測
定した各特性値との誤差を算出する特性値誤差算出ステップと、
　特定の温度と前記温度測定ステップにて複数測定した温度との各差分を算出する温度差
分算出ステップと、
　該温度差分算出ステップにて算出した複数の差分から最大温度差分を抽出する最大温度
差分抽出ステップと、
　前記最大温度差分抽出ステップにて抽出した最大温度差分に対応する測定温度を測定し
た時期を特定する最大温度差分時期特定ステップと、
　該最大温度差分時期特定ステップにて特定した測定時期に対応する特性値について前記
特性値誤差算出ステップにて算出した特性値誤差を抽出する特性値誤差抽出ステップと、
　前記最大温度差分抽出ステップにて抽出した最大温度差分及び前記特性値誤差抽出ステ
ップにて抽出した特性値誤差に基づいて、前記特性値測定ステップにて測定した複数の特
性値を補正する補正ステップと
　を実行させ、
　前記再近似ステップでは、
　　前記補正ステップにて補正した特性値に基づき前記近似直線又は近似曲線の再導出を
行い、且つ
　　前記近似ステップにて導出した近似直線又は近似曲線と前記特性値測定ステップにて
測定した各特性値との誤差を算出し、これが所定条件を満たすまで近似直線又は近似曲線
の導出を繰り返し行う、
　寿命予測プログラム。
【請求項７】
　表示装置の表示に係る特性値に基づいて前記表示装置の寿命を予測する寿命予測装置で
あって、
　前記表示画面の特性値の測定を繰り返して行った測定値を取得する特性値取得手段と、
　前記特性値の測定の際の前記表示装置の温度を測定した測定値を取得する温度取得手段
と、
　測定した複数の特性値に基づき、前記特性値及び該特性値の測定時期の対応に関する近
似直線又は近似曲線を導出する近似手段と、
　該近似手段が導出した近似直線又は近似曲線、並びに、測定した複数の特性値及び温度
に基づき、前記近似直線又は近似曲線を再導出する再近似手段と、
　前記再近似手段が再導出した近似直線又は近似曲線に基づき、特性値測定の際の温度が
特定の温度であった場合の前記特性値の変化傾向を予測する予測手段と、
　前記近似手段が導出した近似直線又は近似曲線と前記特性値測定手段が測定した各特性
値との誤差を算出する特性値誤差算出手段と、
　特定の温度と前記温度測定手段が複数測定した温度との各差分を算出する温度差分算出
手段と、
　該温度差分算出手段が算出した複数の差分から最大温度差分を抽出する最大温度差分抽
出手段と、
　前記最大温度差分抽出手段が抽出した最大温度差分に対応する測定温度を測定した時期
を特定する最大温度差分時期特定手段と、
　該最大温度差分時期特定手段が特定した測定時期に対応する特性値について前記特性値
誤差算出手段が算出した特性値誤差を抽出する特性値誤差抽出手段と、
　前記最大温度差分抽出手段が抽出した最大温度差分及び前記特性値誤差抽出手段が抽出
した特性値誤差に基づいて、前記特性値測定手段が測定した複数の特性値を補正する補正
手段と、
　を備え、
　前記再近似手段は、
　　前記補正手段が補正した特性値に基づき前記近似直線又は近似曲線の再導出を行い、
且つ
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　　前記近似手段が導出した近似直線又は近似曲線と前記特性値測定手段が測定した各特
性値との誤差を算出し、これが所定条件を満たすまで近似直線又は近似曲線の導出を繰り
返し行う、
　寿命予測装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表示装置の表示に係る特性値の変化を予測することによって、表示装置の寿
命を予測する寿命予測方法、寿命予測プログラム及び寿命予測装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば液晶パネル及びバックライトを用いて画像表示を行う液晶表示装置では、使用を
継続することによってバックライトの光量が低下していく。このため長期間に亘って液晶
表示装置を使用し続けた場合、推奨される輝度でバックライトが発光することができない
状態となる。このような状態となった場合、バックライトの交換又は表示装置自体の交換
等を行う必要が生じる。これらの交換には少なからず費用が発生し、表示装置のユーザに
とっての資産運用に関わるため、表示装置の寿命を予測することが求められていた。
【０００３】
　特許文献１においては、液晶パネルを介して発光するバックライトの最大光量、即ち最
大輝度が予め定められた限界輝度に達しなくなることを寿命判断の基準とし、表示装置の
輝度の測定結果及びレーマン式等に基づいて最大輝度が限界輝度となるまでの時間を算出
する寿命予測システムが提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第４３７２７３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１に記載の寿命予測システムはレーマン式に基づいて寿命を予測する構成であ
るが、この方法での寿命予測が当てはまらない表示装置及び使用環境等があり、正確な寿
命予測を行うことができない場合があった。これは、表示装置の輝度の測定を行う際の周
辺温度の影響が大きかった。例えば輝度の測定には光センサが用いられるが、光センサの
測定結果は温度依存性が高いということがその要因として考えられる。また例えば表示装
置の表示ムラが温度によって変動することがその要因として考えられる。更に、特許文献
１に記載の寿命予測システムは、少なくとも２つの時点の輝度を測定するだけでよく、シ
ステム的に簡易な予測手法であるが、刻々と変化する環境に対してはなんら考慮されてい
ない。例えば突発的に環境温度が変化した場合などに測定を行うと、寿命予測の傾向が例
外的な測定結果に依存してしまい、予測の正確性が損なわれる虞があった。
【０００６】
　本発明は、斯かる事情に鑑みてなされたものであって、その目的とするところは、表示
装置の表示に係る特性値の測定時の温度差を考慮して寿命予測を行うことができる寿命予
測方法、寿命予測プログラム及び寿命予測装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明に係る寿命予測方法は、表示装置の表示に係る特性値に基づいて前記表示装置の
寿命を予測する寿命予測方法であって、前記表示装置の特性値の測定を繰り返して行う特
性値測定ステップと、該特性値測定ステップによる測定の際の前記表示装置の温度を測定
する温度測定ステップと、測定した複数の特性値及び温度に基づき、特性値測定の際の温
度が特定の温度であった場合の前記特性値の変化傾向を予測する予測ステップとを含むこ
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とを特徴とする。
【０００８】
　また、本発明に係る寿命予測方法は、測定した複数の特性値に基づき、特性値及び該特
性値の測定時期の対応に関する近似直線又は近似曲線を導出する近似ステップと、該近似
ステップにて導出した近似直線又は近似曲線、並びに、測定した複数の特性値及び温度に
基づき、前記近似直線又は近似曲線を再導出する再近似ステップとを含み、前記予測ステ
ップでは、前記再近似ステップにて導出した近似直線又は近似曲線に基づき特性値の変化
傾向の予測を行うことを特徴とする。
【０００９】
　また、本発明に係る寿命予測方法は、前記近似ステップにて導出した近似直線又は近似
曲線と前記特性値測定ステップにて測定した各特性値との誤差を算出する特性値誤差算出
ステップと、特定の温度と前記温度測定ステップにて複数測定した温度との各差分を算出
する温度差分算出ステップと、該温度差分算出ステップにて算出した複数の差分から最大
温度差分を抽出する最大温度差分抽出ステップと、前記最大温度差分抽出ステップにて抽
出した最大温度差分に対応する測定温度を測定した時期を特定する最大温度差分時期特定
ステップと、該最大温度差分時期特定ステップにて特定した測定時期に対応する特性値に
ついて前記特性値誤差算出ステップにて算出した特性値誤差を抽出する特性値誤差抽出ス
テップと、前記最大温度差分抽出ステップにて抽出した最大温度差分及び前記特性値誤差
抽出ステップにて抽出した特性値誤差に基づいて、前記特性値測定ステップにて測定した
複数の特性値を補正する補正ステップとを含み、前記再近似ステップでは、前記補正ステ
ップにて補正した特性値に基づき前記近似直線又は近似曲線の再導出を行うことを特徴と
する。
【００１０】
　また、本発明に係る寿命予測方法は、前記再近似ステップが、前記特性値誤差算出ステ
ップにより算出した誤差が所定条件を満たすまで近似直線又は近似曲線の導出を繰り返し
行うことを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明に係る寿命予測方法は、前記特定の温度が、前記温度測定ステップにて測
定した複数の温度の平均温度であることを特徴とする。
【００１２】
　また、本発明に係る寿命予測方法は、前記特性値測定ステップが、センサを用いて前記
表示装置の特性値を測定し、前記センサの校正時期を取得する校正時期取得ステップと、
該校正時期取得ステップが取得した校正時期に基づき、測定した複数の特性値及び温度を
複数に区分する区分ステップとを含み、前記予測ステップでは、前記区分ステップによる
区分毎に予測を行うことを特徴とする。
【００１３】
　また、本発明に係る寿命予測方法は、前記表示装置が、カラーの画像を表示する表示装
置であり、入力画像から出力画像への色変換を行うための変換用情報を有し、前記変換用
情報の調整処理を行った時期を取得する調整時期取得ステップと、該調整時期取得ステッ
プが取得した調整時期に基づき、測定した複数の特性値及び温度を複数に区分する区分ス
テップとを含み、前記予測ステップでは、前記区分ステップによる区分毎に予測を行うこ
とを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明に係る寿命予測方法は、前記予測ステップが前記区分毎に行った予測結果
を統合する統合ステップを含むことを特徴とする。
【００１５】
　また、本発明に係る寿命予測プログラムは、コンピュータに、表示装置の表示に係る特
性値に基づいて前記表示装置の寿命を予測させる寿命予測プログラムであって、前記コン
ピュータに、前記表示装置の特性値の測定、及び、該測定の際の前記表示装置の温度の測
定を繰り返して行った測定値を取得させ、取得した複数の特性値及び温度に基づき、特性
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値測定の際の温度が特定の温度であった場合の前記特性値の変化傾向を予測させることを
特徴とする。
【００１６】
　また、本発明に係る寿命予測装置は、表示装置の表示に係る特性値に基づいて前記表示
装置の寿命を予測する寿命予測装置であって、前記表示画面の特性値の測定を繰り返して
行った測定値を取得する特性値取得手段と、前記特性値の測定の際の前記表示装置の温度
を測定した測定値を取得する温度取得手段と、取得した複数の特性値及び温度に基づき、
特性値測定の際の温度が特定の温度であった場合の前記特性値の変化傾向を予測する予測
手段とを備えることを特徴とする。
【００１７】
　本発明においては、表示装置の表示に係る特性値を測定すると共に、表示装置の温度を
測定しておく。測定する特性値は、例えば表示装置の表示面で測定できる輝度若しくは色
度等の表示強度、バックライト付近で測定できる輝度、又は、輝度若しくは色度等を推定
し得るバックライトの制御量等のように、表示装置の寿命を予測し得る種々の値とするこ
とができる。測定を繰り返して得られた複数の特性値及び温度に基づき、測定の際の温度
が特定の温度であったと仮定した場合の特性値の変化の傾向を予測し、予測した変化の傾
向に応じて表示装置の寿命を予測する。
　例えば表示装置の輝度又は色度等の表示強度を測定し、測定した表示強度及び温度に基
づいて表示装置の表示強度の変化傾向を予測し、予測した変化傾向に基づいて表示強度が
所定強度に満たなくなる時期を算出し、この時期を表示装置の寿命とすることができる。
　これにより表示装置の温度変化による特性値の測定結果の温度依存性を低減して表示装
置の寿命予測を行うことが可能となる。
【００１８】
　また、本発明においては、特性値及び温度を測定すると共に、測定した時期に関する情
報を記憶しておき、測定を繰り返すことにより得られた複数の特性値－測定時期の対応に
関する近似直線又は近似曲線を導出する。更に、導出した近似直線又は近似曲線と、測定
した特性値及び温度とに基づいて近似直線又は近似曲線の再導出を行う。これにより、近
似直線又は近似曲線の精度を向上することができる。
【００１９】
　また、本発明においては、導出した近似線と測定した各特性値との誤差を算出する。ま
た特定の温度（例えば平均温度など）と測定した温度との差分を算出し、算出した複数の
差分から最大の差分を抽出する。最大温度差分に対応する温度を測定した時期を特定し、
この測定時期に測定した特性値についての誤差を抽出する。抽出した誤差及び最大温度差
分に基づいて、各特性値を補正し、補正した特性値に基づいて近似直線又は近似曲線の再
導出を行う。これにより、最も温度差が大きい時期に測定した特性値の誤差を考慮して各
特性値を補正することができ、温度補正がなされた特性値に基づいて表示装置の寿命予測
を行うことができる。
【００２０】
　また、本発明においては、補正後の特性値を用いて、近似直線又は近似曲線の再導出を
繰り返し行う。この繰り返しは、算出した誤差が所定条件を満たすまで行う。これにより
近似直線又は近似曲線の導出を繰り返し行うことができ、更に例外的な特性値の影響を排
除でき、表示装置の寿命予測の精度を高めることができる。
【００２１】
　また、本発明においては、特性値を検知するセンサを用いて、表示装置の特性値の測定
を行う。センサの校正を行った場合、センサにより測定される特性値に変化が生じる可能
性があるため、センサの校正時期を取得し、この校正時期を境として特性値の測定結果を
複数に区分し、区分毎に特性値の変化を予測する。
　またカラー画像を表示する表示装置は、入力画像から出力画像へ画素値の色変換を行う
際に用いるテーブルを有している。このテーブルの調整処理、いわゆるキャリブレーショ
ンを行った場合にも測定される特性値に変化が生じる可能性があるため、調整処理を行っ
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た時期を取得し、この調整時期を境として特性値の測定結果を複数に区分し、区分毎に特
性値の変化を予測する。
　このようにして複数の区分について予測をそれぞれ行い、区分毎の予測結果を統合して
表示装置の寿命を予測する。これによりセンサの校正又は色変換テーブルの調整処理等の
影響による予測精度の低下を防止できる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明による場合は、表示装置の特性値及び温度を繰り返し測定し、測定した特性値及
び温度に基づいて測定の際の温度が特定の温度であった場合の特性値の変化の傾向を予測
し、予測した変化の傾向に応じて表示装置の寿命を予測することにより、温度変化による
特性値の温度依存性を低減して表示装置の寿命予測を行うことができるため、表示装置の
寿命を精度よく予測することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本実施の形態に係る寿命予測システムのモニタの構成を示すブロック図である。
【図２】端末装置の構成を示すブロック図である。
【図３】端末装置による区分処理を説明するための模式図である。
【図４】端末装置による温度補正処理を説明するための模式図である。
【図５】端末装置による統合処理を説明するための模式図である。
【図６】端末装置による予測結果の表示例を示す模式図である。
【図７】モニタが行う測定処理の手順を示すフローチャートである。
【図８】端末装置が行う寿命予測処理の手順を示すフローチャートである。
【図９】端末装置による温度補正処理の手順を示すフローチャートである。
【図１０】端末装置による温度補正処理の手順を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明をその実施の形態を示す図面に基づき具体的に説明する。図１は、本実施
の形態に係る寿命予測システムのモニタの構成を示すブロック図である。本実施の形態に
係る寿命予測システムは、モニタ１及び端末装置３が画像信号用ケーブル及び通信ケーブ
ル等を介して接続された構成である。本実施の形態に係る寿命予測システムでは、モニタ
１が表示画面の輝度（特性値）及び温度の測定を行い、この測定結果を端末装置３が取得
してモニタ１の寿命予測を行う。
【００２５】
　本実施の形態に係るモニタ１は、液晶パネル１１を用いて画像表示を行ういわゆる液晶
モニタである。モニタ１は、制御部１０、液晶パネル１１、パネル駆動部１２、バックラ
イト１３、ライト駆動部１４、画像信号入力部１５、通信部１６、操作部１７、記憶部１
８、光センサ１９及び温度センサ２０等を備えて構成されている。
【００２６】
　制御部１０は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）などの演算処理装置を用いて構成
されている。制御部１０は、記憶部１８又は図示しないＲＯＭ（Read Only Memory）等に
記憶された制御プログラムを読み出して実行することにより、入力された画像信号に基づ
く液晶パネル１１の駆動制御、及び、明るさ設定などに応じたバックライト１３の駆動制
御等を行う。また制御部１０は、光センサ１９による表示画面の輝度測定、温度センサ２
０による温度の測定、及び、これら測定結果の端末装置３への送信等の処理を行う。
【００２７】
　液晶パネル１１は、複数の画素がマトリクス状に配され、各画素の透過率をパネル駆動
部１２からの駆動信号に応じて変化させることにより画像を表示する表示デバイスである
。パネル駆動部１２は、制御部１０から与えられた入力画像に応じて、液晶パネル１１を
構成する各画素を駆動するための駆動信号を生成して出力する。
【００２８】
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　バックライト１３は、例えばＬＥＤ（Light Emitting Diode）又はＣＣＦＬ（Cold Cat
hode Fluorescent Lamp）等の光源を用いて構成され、液晶パネル１１の背面側から光を
照射する。バックライト１３は、ライト駆動部１４から与えられる駆動電圧又は駆動電流
により発光する。ライト駆動部１４は、制御部１０からの制御信号に応じて駆動電圧又は
駆動電流を生成し、バックライト１３へ出力する。制御部１０は、例えば操作部１７にて
受け付けた明るさ設定などに応じてバックライト１３の駆動量を決定し、決定した駆動量
に応じた制御信号をライト駆動部１４へ出力する。制御部１０からライト駆動部１４への
制御信号は、例えばＰＷＭ（Pulse Width Modulation）方式の信号を用いることができる
。
【００２９】
　画像信号入力部１５は、外部機器を接続するための接続端子を有し、端末装置３が画像
信号用ケーブルを介して接続される。端末装置３は画像信号用ケーブルを介してアナログ
又はデジタルの画像信号をモニタ１へ出力する。端末装置３から画像信号入力部１５へ入
力された画像信号は、モニタ１の制御部１０へ与えられ、制御部１０にて種々の画像処理
を施してパネル駆動部１２へ与える。これにより、端末装置から入力された画像信号に基
づく画像が液晶パネル１１に表示される。
【００３０】
　通信部１６は、外部機器を接続するための接続端子を有し、端末装置３が通信ケーブル
を介して接続される。通信部１６は、例えばＵＳＢ（Universal Serial Bus）などの規格
による通信を端末装置３との間で行う。これによりモニタ１は、端末装置３に対する種々
の情報送信を行うことができる。また端末装置３は、モニタ１に対して制御情報などを送
信することにより、モニタ１の動作制御などを行うことが可能となる。
【００３１】
　操作部１７は、モニタ１の筐体の正面周縁部又は側面等に配された一又は複数のスイッ
チなどを有し、これらのスイッチによってユーザの操作を受け付け、受け付けた操作内容
を制御部１０へ通知する。例えばユーザは画像表示に係る明るさ設定又はカラーバランス
設定の変更操作を操作部１７にて行うことができる。制御部１０は、操作部１７にて受け
付けた設定内容（設定値）を記憶部１８に記憶すると共に、この設定値に応じてモニタ１
内の各部の動作を制御する。例えば制御部１０は、ユーザによる明るさ設定に応じてバッ
クライト１３の駆動量を決定する。
【００３２】
　記憶部１８は、例えばＥＥＰＲＯＭ（Electrically Erasable Programmable ROM）又は
フラッシュメモリ等の不揮発性のメモリ素子を用いて構成されている。制御部１０は、記
憶部１８に対して種々の情報の読み出し及び書き込みを行うことができる。本実施の形態
において記憶部１８は、操作部１７にて受け付けた種々の設定値、並びに、光センサ１９
及び温度センサ２０による測定結果等の情報を記憶している。
【００３３】
　光センサ１９は、液晶パネル１１に画像が表示されている際の輝度を測定し、測定結果
を制御部１０へ与える。光センサ１９は、モニタ１の筐体の液晶パネル１１を囲む枠状部
分などに設けられる。例えば光センサ１９は、アクチュエータ又はモータ等の動作に応じ
て、筐体内から液晶パネル１１の表示面上へ出入動作するように構成し、制御部１０が輝
度測定を行う際に光センサ１９を表示面上に移動させて測定を行う構成とすることができ
る。また例えば光センサ１９は、信号線などを介してモニタ１に取り外し可能に接続され
る構成とし、輝度測定を行う際にユーザが光センサ１９を液晶パネル１１の表示面上に装
着し、信号線などをモニタ１に接続する構成であってもよい。なお本実施の形態において
光センサ１９は、モニタ１の特性値として輝度の測定を行う構成とするが、これに限るも
のではなく、例えば色度などのその他の特性値を測定する構成であってよい。
【００３４】
　なお、光センサ１９は液晶パネル１１の表示面上に設けることが理想的であるが、表示
面以外の液晶パネル１１の近傍、又は、バックライト１３の近傍等に光センサ１９を設け
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、光センサ１９の測定輝度から液晶パネル１１の表示面での輝度を推定してもよい。また
液晶パネル１１の表示面での輝度を、バックライト１３の駆動量（自発光型の表示パネル
であれば、その駆動量）から推定してもよい。例えば、本願発明者による特許３９７４６
３０による推定方法を採用することができる。これら推定により輝度を取得する構成とし
た場合、推定した輝度を記憶しておいてもよく、又は、推定に用いられる測定値を記憶し
ておき、記憶した測定値を必要に応じて読み出して輝度を推定してもよい。
【００３５】
　温度センサ２０は、例えば液晶パネル１１の周辺に設けられる。なお本実施の形態にお
いて温度センサ２０は、光センサ１９の近傍に配されることが好ましい。温度センサ２０
は、温度を測定して検知結果を制御部１０へ与える。制御部１０は、光センサ１９にて測
定した輝度値と、輝度測定を行った際に温度センサ２０が測定した温度とを対応づけて記
憶部１８に記憶する。
【００３６】
　なお、温度センサ２０は、光センサ１９から離れた場所に設置し、その測定温度から光
センサ１９近傍の温度を推定してもよい。例えば温度センサ２０は、モニタ１の筐体上又
はモニタ１に接続する端末装置３等に設けてもよい。又は、本願出願人による特許４６７
３７７２の技術を採用し、バックライト１３の駆動量から温度を推定してもよい。これら
推定により温度を取得する構成とした場合、推定した温度を記憶しておいてもよく、又は
、推定に用いられる測定値を記憶しておき、記憶した測定値を必要に応じて読み出して温
度を推定してもよい。
【００３７】
　本実施の形態においてモニタ１の制御部１０は、例えばモニタ１の稼働時間をカウント
するタイマを内蔵しており、稼働時間が１００時間などの所定時間に達する毎に、光セン
サ１９による輝度測定を行う。このとき制御部１０は、液晶パネル１１の一部又は全部に
所定画像（例えば白色画像など）を表示し、所定画像が表示された状態での輝度を光セン
サ１９により測定する。所定画像の表示は、光センサ１９による輝度の測定範囲のみであ
ってよい。
【００３８】
　また制御部１０は、光センサ１９にて輝度測定を行う際に、温度センサ２０による温度
測定を行い、測定により得られた輝度値及び温度を記憶部１８に対応付けて記憶しておく
。更に制御部１０は、測定した輝度値及び温度に対応付けて、測定を行った時期情報及び
測定を行った際の明るさ設定値を記憶部１８に記憶しておく。制御部１０は、通信部１６
にて端末装置３との通信が可能となった際に、これらの情報を記憶部１８から読み出して
端末装置３へ送信する。なお制御部１０は、測定を行った際の明るさ設定値に代えて、こ
の明るさ設定値に対応するバックライト１３の駆動量（例えば制御部１０からライト駆動
部１４へ与えるＰＷＭの制御信号のデューティ比など）を記憶及び送信してもよい。
【００３９】
　また本実施の形態においては、光センサ１９は測定結果としてＲＧＢの値を出力し、こ
のＲＧＢの値を制御部１０がＸＹＺの値に変換し、変換したＹ値を測定輝度とする。この
変換を行うために制御部１０は変換テーブル、変換行列又は変換式等の変換用情報を用い
るが、この変換用情報は記憶部１８に記憶されている。モニタ１では光センサ１９の校正
を行うことができ、校正が行われた場合には記憶部１８の変換用情報の内容が修正される
。本実施の形態においては、測定した輝度値及び温度等を端末装置３へ送信する際に、記
憶部１８に記憶された変換用情報を共に送信する。端末装置３は、前回に送信された変換
用情報と今回の変換用情報とを比較することにより、光センサ１９の校正が行われたか否
かを判断することができる。ただしモニタ１が光センサ１９の校正を行った時期情報を記
憶し、これを端末装置３へ送信する構成としてもよい。なお、前述のように輝度を推定に
より取得する構成とした場合には、推定演算に用いられる相関値（補正係数など）を再調
整した時点を構成時期とすることができる。
【００４０】
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　また本実施の形態においては、画像信号入力部１５に端末装置３から入力された画像信
号に対して制御部１０が種々の画像処理を行って表示画像を生成するが、制御部１０が行
う画像処理には入力画像の色変換処理が含まれ、この処理に用いられる変換テーブル、変
換行列又は変換式等の変換用情報が記憶部１８に記憶されている。モニタ１ではこの変換
用情報の調整処理、いわゆるキャリブレーションを行うことができ、キャリブレーション
が行われた場合には変換用情報の内容が修正される。本実施の形態においては、測定した
輝度値及び温度等を端末装置３へ送信する際に、記憶部１８に記憶された色変換のための
変換用情報を共に送信する。端末装置３は、前回に送信された変換用情報と今回の変換用
情報とを比較することにより、モニタ１のキャリブレーションが行われたか否かを判断す
ることができる。ただしモニタ１がキャリブレーションを行った時期情報を記憶し、これ
を端末装置３へ送信する構成としてもよい。
【００４１】
　また本実施の形態においては、モニタ１のバックライト１３は交換することができる。
モニタ１はバックライト１３を交換した時期情報を記憶部１８に記憶している。例えばモ
ニタ１はバックライト１３の取り外しを検知した場合に時期情報を記憶部１８に記憶する
構成とすることができる。また例えばバックライト１３の交換を行った作業者が、操作部
１７にて交換時期情報を入力する構成としてもよい。本実施の形態においては、測定した
輝度値及び温度等を端末装置３へ送信する際に、記憶部１８に記憶されたバックライト１
３の交換時期情報を共に送信する。
【００４２】
　図２は、端末装置３の構成を示すブロック図である。端末装置３は、処理部３０、メモ
リ３１、ハードディスク３２、操作部３３、画像出力部３４、通信部３５及びディスクド
ライブ３６等を備えて構成されている。端末装置３は、ＰＣ（Personal Computer）など
の汎用のコンピュータを用いて実現され得るものである。端末装置３の処理部３０は、Ｃ
ＰＵなどの演算処理装置を用いて構成され、ハードディスク３２に記憶されたプログラム
を読み出して実行することにより、種々の演算処理を行う。本実施の形態において処理部
３０は、ハードディスク３２に記憶された寿命予測プログラム９０を読み出して実行する
ことにより、モニタ１から取得した測定輝度及び測定温度等の情報に基づいて、モニタ１
の輝度の変化を予測し、モニタ１の寿命を予測する処理を行う。
【００４３】
　メモリ３１は、ＳＲＡＭ（Static Random Access Memory）又はＤＲＡＭ（Dynamic Ran
dom Access Memory）等のメモリ素子で構成され、処理部３０の演算処理に伴って生成さ
れた種々のデータを一時的に記憶する。ハードディスク３２は、磁気ディスク装置などを
用いて構成され、処理部３０が実行する種々のプログラム及びこの実行に必要な種々のデ
ータを記憶している。本実施の形態においては、ハードディスク３２には寿命予測プログ
ラム９０が記憶されている。操作部３３は、マウス及びキーボード等の装置を用いて構成
されるものであり、ユーザの操作を受け付けて処理部３０へ操作内容を通知する。画像出
力部３４は、処理部３０が生成した表示用の画像を、モニタ１に適したアナログ又はデジ
タルの画像信号に変換し、変換した画像信号をモニタ１へ出力する。通信部３５は、例え
ばＵＳＢの規格の通信ケーブルを介してモニタ１との通信を行う。ディスクドライブ３６
は、ＣＤ（Compact Disc）又はＤＶＤ（Digital Versatile Disc）等の光ディスク９が装
着され、光ディスク９に記録されたプログラム及びデータを読み出す。本実施の形態にお
いて端末装置３は、光ディスク９に記録された寿命予測プログラム９０をディスクドライ
ブ３６にて読み出し、ハードディスク３２にインストールする。
【００４４】
　本実施の形態において端末装置３の処理部３０は、例えばモニタ１にて光センサ１９に
よる輝度測定及び温度センサ２０による温度測定が行われた場合に、モニタ１から測定結
果を取得する処理を行う。例えば処理部３０は、端末装置３の起動時などの所定タイミン
グにてモニタ１との通信を行い、輝度測定及び温度測定が行われており、且つ、その測定
結果を未取得である場合に測定結果の取得を行う構成とすることができる。また例えばモ
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ニタ１が輝度測定及び温度測定を行った後に端末装置３へ測定完了の通知を与え、これに
応じて端末装置３の処理部３０が測定結果の取得を行う構成とすることができる。また例
えばモニタ１が自発的に輝度測定及び温度測定を行うのではなく、端末装置３からの指示
に応じて輝度測定を行う構成としてもよく、この場合には端末装置３の処理部３０が所定
タイミングで測定指示をモニタ１に与え、その応答として測定結果を取得してもよい。処
理部３０は、輝度測定及び温度測定の測定結果と、これに付随する種々の情報とをモニタ
１から取得し、ハードディスク３２に記憶する。
【００４５】
　端末装置３がモニタ１から取得する情報には、例えば以下のような情報が含まれる。
　・情報取得日時
　・モニタ１の稼働時間
　・測定輝度値
　・測定温度
　・測定時期
　・バックライト１３の交換時期
　・最大輝度算出用情報
　・明るさ設定値（又は、バックライト１３の駆動量）
　・光センサ１９の変換用情報（又は、光センサ１９の校正時期）
　・色変換用情報（又は、キャリブレーション時期）
【００４６】
　なお日時、時期又は時間等の情報は、モニタ１に備えられたタイマ機能又は時計機能等
により計時されるものである。モニタ１の制御部１０は、モニタ１が電源オン状態の時間
又は画像表示を行っている（バックライト１３が点灯している）時間を計時し、この通算
時間をモニタ１の稼働時間とする。輝度測定及び温度測定の測定時期は、この稼働時間に
対する相対的な時間として表される。バックライト１３の交換時期、光センサ１９の校正
時期及びキャリブレーション時期等も同様である。
【００４７】
　端末装置３の処理部３０は、適宜のタイミングでモニタ１から情報を取得し、取得した
情報をハードディスク３２に蓄積していく。ただし処理部３０は、モニタ１にてバックラ
イト１３の交換が行われた場合、交換以前にモニタ１から取得した情報をハードディスク
３２から削除してもよい。
【００４８】
　なおモニタ１の光センサ１９による輝度測定は、ユーザが設定した明るさ設定に基づい
てバックライト１３が駆動されている状態で行われる。このため端末装置３の処理部３０
は、モニタ１から取得した測定輝度値と、最大輝度算出用情報と、明るさ設定値とに基づ
いて、モニタ１の最大輝度値を算出する処理を行う。最大輝度は、以下の（１）式に基づ
いて算出することができる。
【００４９】
【数１】

【００５０】
　なお（１）式において係数ａ及びｂは、測定輝度から最大輝度を算出するための係数で
あり、上記の最大輝度算出用情報である。この係数ａ及びｂは、モニタ１毎に異なる値が
用いられ、例えばモニタ１の製造工程などにおいて、明るさ設定に対する輝度の変化特性
を測定することにより予め算出され、各モニタ１の記憶部１８に記憶される。端末装置３
の処理部３０は、（１）式に基づいて測定輝度値を最大輝度に変換し、最大輝度値をハー
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ドディスク３２に記憶してよく、この場合には測定輝度値、最大輝度算出用情報及び明る
さ設定はハードディスク３２に記憶しなくてもよい。又は、端末装置３の処理部３０は、
測定輝度値、最大輝度算出用情報及び明るさ設定をハードディスク３２に記憶しておき、
後述の寿命予測を行う際に最大輝度の算出を行う構成としてもよい。更には、モニタ１の
制御部１０が測定輝度値から最大輝度を算出して記憶部１８に記憶しておき、端末装置３
がモニタ１から最大輝度を取得する構成としてもよい。なお、最大輝度の取得方法は上記
のものに限定されず、例えば明るさ設定を最大に変更して輝度測定を行うなど、その他の
方法で最大輝度を取得してもよい。
【００５１】
　端末装置３の処理部３０は、例えば操作部３３に対するユーザの操作などによりモニタ
１の寿命予測を行う指示が与えられた場合に、以下の寿命予測処理を行う。まず処理部３
０は、ハードディスク３２に記憶された情報の読み出しを行う。このときに処理部３０は
、バックライト１３の交換時期を調べ、この交換時期以降の測定結果に関する情報のみを
読み出せばよい。
【００５２】
　次いで処理部３０は、読み出した情報に含まれる光センサ１９の変換用情報を調べ、変
換用情報の変化の有無に応じて光センサ１９の校正が行われたか否かを判定する。校正が
行われていると判定した場合、処理部３０はその校正が行われた時期を特定する。なおモ
ニタ１から光センサ１９の校正時期の情報が得られる場合、処理部３０は校正時期を特定
する処理を行う必要はない。
【００５３】
　同様に処理部３０は、読み出した情報に含まれる色変換用情報を調べ、色変換用情報の
変化の有無に応じてキャリブレーションが行われたか否かを判定する。キャリブレーショ
ンが行われていると判定した場合、処理部３０はそのキャリブレーションが行われた時期
を特定する。なおモニタ１からキャリブレーション時期の情報が得られる場合、処理部３
０はキャリブレーション時期を特定する処理を行う必要はない。
【００５４】
　処理部３０は、特定した校正時期及びキャリブレーション時期に基づき、モニタ１の最
大輝度値及び測定温度等の情報を複数のグループに区分する処理を行う。図３は、端末装
置３による区分処理を説明するための模式図である。本図は横軸をモニタ１の稼働時間と
したタイミングチャートであり、キャリブレーション時期及び光センサ１９の校正時期を
矢印で示してある。図示の例では、バックライト１３の交換は行われておらず、モニタ１
の稼働開始から２回のキャリブレーションと１回の光センサ１９の校正とがこの順で行わ
れている。
【００５５】
　端末装置３の処理部３０は、例えばモニタ１の稼働開始から１回目のキャリブレーショ
ンまでを第１区分とし、１回目のキャリブレーションから２回目のキャリブレーションま
でを第２区分とし、２回目のキャリブレーションから１回目の光センサ１９の校正までを
第３区分とし、１回目の光センサ１９の校正以降を第４区分としている。即ち処理部３０
は、キャリブレーション又は光センサ１９の校正のいずれかが行われたタイミングで区分
を行っている。
【００５６】
　次いで処理部３０は、上記の区分毎にモニタ１の最大輝度の温度補正処理を行う。以下
、１つの区分における温度補正処理を説明する。図４は、端末装置３による温度補正処理
を説明するための模式図である。図４の上段には、稼働時間と測定温度との対応をグラフ
で示してあり、グラフ中には測定温度の平均を横実線で示してある。処理部３０は、モニ
タ１にて測定された温度の平均を算出し、各測定温度と平均温度との差分をそれぞれ算出
する。処理部３０は、算出した複数の差分値を比較して最大差分値（図中にΔＴｍｐ（Ｔ
’）で示す）を抽出すると共に、この最大差分値に対応する温度を測定した測定時期Ｔ’
を特定する。
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【００５７】
　また図４の下段には、稼働時間と測定輝度から算出した最大輝度との対応をグラフで示
してある。処理部３０は、ハードディスク３２に記憶された複数組の最大輝度－測定時期
に基づいて線形近似直線を導出する。図４下段には、導出した線形近似直線を実線で示し
てある。次いで処理部３０は、上記の測定温度に基づいて特定した最大差分値に対応する
測定時期Ｔ’に基づき、この測定時期Ｔ’に測定された輝度値に対応する最大輝度値と、
導出した線形近似直線との誤差（図中にΔＧ（Ｔ’）で示す）を算出する。
【００５８】
　処理部３０は、最大差分値ΔＴｍｐ（Ｔ’）と、対応する最大輝度値の誤差ΔＧ（Ｔ’
）とに基づき、温度補正係数Ｆ＝ΔＧ（Ｔ’）／ΔＴｍｐ（Ｔ’）を算出して記憶する。
処理部３０は、この温度補正係数Ｆ及び下記の（２）式を用いて、最大輝度値の温度補正
を行う。なお（２）式において、Ｇ（Ｔ）は測定時期Ｔにおける最大輝度であり、ΔＴｍ
ｐ（Ｔ）は測定時期Ｔにおける測定温度と平均温度との差分であり、Ｇ’（Ｔ）は測定時
期Ｔにおける最大輝度を温度補正した値である。
【００５９】
【数２】

【００６０】
　処理部３０は、（２）式を用いた温度補正を行うことによって得られた補正後の最大輝
度－測定時期の複数組に基づいて線形近似直線を導出する。処理部３０は、補正後の複数
の最大輝度について、導出した線形近似直線との誤差をそれぞれ算出する。処理部３０は
、算出した複数の誤差について、二乗平均平方根を算出して記憶しておく。なお処理部３
０は、算出した二乗平均平方根が閾値未満であるなど、最大輝度値の誤差が十分に小さい
と判断できる場合には、温度補正処理を終了してよい。
【００６１】
　処理部３０は、温度補正係数Ｆの値を変更し、最大輝度の温度補正、線形近似直線の導
出、誤差の算出及び二乗平均平方根の算出を繰り返し行う。このとき処理部３０は、例え
ば温度補正係数Ｆに対して±１％程度の値を増減することにより、温度補正係数Ｆの変更
を行う。処理部３０は、算出される二乗平均平方根が小さくなるように温度補正係数Ｆの
値を変更する。
【００６２】
　処理部３０は、上記の処理の繰り返しにより算出される二乗平均平方根の値を比較し、
前回の二乗平均平方根の値より今回の二乗平均平方根の値が大きい場合、今回の最大輝度
の温度補正は採用せず、前回の最大輝度の温度補正の結果を最終的な補正結果として採用
し、温度補正処理を終了する。
【００６３】
　このようにして各区分について最大輝度値の温度補正を行った後、処理部３０は、区分
毎の温度補正結果を統合する処理を行う。図５は、端末装置３による統合処理を説明する
ための模式図である。図５Ａには、区分毎に最大輝度の温度補正を行った結果として得ら
れる複数の線形近似直線の一例を図示してある。本例では測定時期Ｔ１～Ｔ２の第１区分
、測定時期Ｔ２～Ｔ３の第２区分、測定時期Ｔ３～Ｔ４の第３区分に分けて最大輝度値の
温度補正を行っている。
【００６４】
　処理部３０は、下記の（３）式及び（４）式を用いて統合処理を行う。なお（３）式は
、第ｉ区分と第ｊ区分とを統合する場合に、第ｉ区分の最初の測定時期をＴｉとし、第ｊ
区分の最初の測定時期をＴｊとし、Ｔｉに対応する最大輝度値をＧ（Ｔｉ）とし、Ｔｊに



(14) JP 6308777 B2 2018.4.11

10

20

30

40

50

対応する最大輝度値をＧ（Ｔｊ）として係数Ｃを算出するための演算式である。算出され
る係数Ｃは、図５Ｂに示すように、第ｉ区分の線形近似直線を第ｊ区分の線形近似直線に
接続すべく、第ｉ区分の線形近似直線の傾きを変更した場合の変更後の傾きを表す値であ
る。また（４）式は、第ｉ区分の最大輝度－測定時間の組（Ｇ（Ｔ）、Ｔ）を、第ｉ区分
の線形近似直線の傾き変更に適合させるべく、その最大輝度値Ｇ（Ｔ）を変換するための
演算式である。変換後の最大輝度値をＧ’（Ｔ）としてある。
【００６５】
【数３】

【００６６】
　図５に示す例において、第２区分及び第３区分を統合する場合について説明する。処理
部３０は、第２区分の線形近似直線に基づいて最初の測定時期Ｔ２に対応する最大輝度Ｇ
（Ｔ２）を算出し、同様に第３区分の線形近似直線に基づいて最初の測定時期Ｔ３に対応
する最大輝度Ｇ（Ｔ３）を算出し、（３）式に基づいて係数Ｃを算出する。次いで処理部
３０は、算出した係数Ｃ及び（４）式に基づき、第２区分の最大輝度値を変換する処理を
行う。これにより、図５Ｂに示すように、第２区分の線形近似直線と第３区分の線形近似
直線とが接続された状態となる。
【００６７】
　処理部３０は、複数の区分について同様の統合処理を行い、全ての区分の線形近似直線
が接続された状態とする。ただしこの状態では複数の線形近似直線が折れ線状に接続され
ているため、処理部３０は、全区分の最大輝度値－測定時期に基づいて１つの線形近似直
線を導出する。これにより導出された１つの線形近似直線が、モニタ１の最大輝度値の変
化傾向を、測定時の温度差を考慮して予測した最終的な予想結果となる。
【００６８】
　なお、上記のような区分を設ける要因には、光センサ１９の校正時期及びキャリブレー
ションの実施時期の２つの要因がある。本実施の形態に係る端末装置３の処理部３０は、
複数の区分の統合を行う際に、まずキャリブレーション時期によって区分されたものを優
先して統合し線形近似直線の導出を行う。次いで処理部３０は、光センサ１９の校正時期
によって区分されたものを統合し、最終的な１つの線形近似直線を導出する。
【００６９】
　統合処理により１つの線形近似直線を導出した処理部３０は、この線形近似直線に基づ
いて、モニタ１の最大輝度が所定の限界輝度に満たなくなる時期（限界稼働時間）を算出
する。算出した限界稼働時間から現時点の稼働時間を引くことによって、処理部３０は、
モニタ１の残りの稼働時間、即ち寿命を算出することができる。また処理部３０は、モニ
タ１の１日の平均稼働時間などに基づいて、限界稼働時間に達することが予測される年月
日を算出してもよい。
【００７０】
　また処理部３０は、モニタ１について予測した限界輝度の変化傾向及び寿命等の情報を
、モニタ１に表示する。図６は、端末装置３による予測結果の表示例を示す模式図である
。端末装置３の処理部３０は、縦軸をモニタ１の輝度（最大輝度）とし、横軸をモニタ１
の稼働時間としたグラフに、予測した最大輝度の変化傾向を示す直線を表示した画像を、
予測結果としてモニタ１に表示する。このグラフに表示される直線は、上記の統合処理に
よって得られた最終的な１つの線形近似直線である。また処理部３０は、限界輝度を示す
水平線（図中の一点鎖線）を表示し、この水平線と最大輝度の変化傾向を示す直線との交
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点に対応する稼働時間を、モニタ１の寿命に達する時間とする。処理部３０は、グラフの
時間軸に対して、現時点を示す矢印などのマークと、現時点の日付及び稼働時間等の情報
とを表示する。また処理部３０は、モニタ１の寿命に到達する時間に対して、予測寿命の
文字列などと、その稼働時間及び予測される到達日等の情報とを表示する。
【００７１】
　なお限界輝度値は、モニタ１に対して予め設定された値であってもよいが、モニタ１の
ユーザが任意に設定した値であってもよい。また図示の例では、モニタ１の最大輝度の変
化傾向を直線で表示しているが、予測の誤差を考慮した帯として表示してもよい。この場
合、例えば予測した線形近似直線に対して±２０％程度を誤差範囲として帯状に表示する
などの方法が考え得る。また誤差範囲は一定でなくてよく、実際の測定値のバラツキなど
を算出し、これに基づいて幅を決定してよい。例えば、線形近似直線と最大輝度との誤差
の最大値を誤差範囲に設定してもよい。
【００７２】
　図７は、モニタ１が行う測定処理の手順を示すフローチャートである。モニタ１の制御
部１０は、前回の輝度測定からの経過時間をタイマなどにて計時しており、前回の輝度測
定から所定時間が経過したか否かを判定する（ステップＳ１）。前回の輝度測定から所定
時間が経過している場合（Ｓ１：ＹＥＳ）、制御部１０は、所定の画像を表示するなどの
測定準備を行って、光センサ１９による輝度測定を行う（ステップＳ２）。また制御部１
０は、温度センサ２０にて温度測定を行う（ステップＳ３）。制御部１０は、測定結果で
ある輝度値及び温度を記憶部１８に記憶して（ステップＳ４）、ステップＳ６へ処理を進
める。なおステップＳ４において制御部１０は、測定結果である輝度値及び温度と共に、
測定を行った際の明るさ設定、及び、測定を行った時期等の情報を記憶部１８に記憶する
。
【００７３】
　また前回の輝度測定から所定時間が経過していない場合（Ｓ１：ＮＯ）、制御部１０は
、記憶部１８に未送信の測定結果が記憶されているか否かを判定する（ステップＳ５）。
未送信の測定結果が記憶されていない場合（Ｓ５：ＮＯ）、制御部１０は、ステップＳ１
へ処理を戻す。未送信の測定結果が記憶されている場合（Ｓ５：ＹＥＳ）、制御部１０は
、ステップＳ６へ処理を進める。
【００７４】
　次いで制御部１０は、通信部１６にて端末装置３との通信が可能であるか否かを判定す
る（ステップＳ６）。端末装置３との通信が不可能である場合（Ｓ６：ＮＯ）、制御部１
０は、ステップＳ１へ処理を戻す。端末装置３との通信が可能である場合（Ｓ６：ＹＥＳ
）、制御部１０は、記憶部１８に記憶した測定結果を、測定の際の明るさ設定及び日時等
の情報と共に、通信部１６にて端末装置３へ送信し（ステップＳ７）、ステップＳ１へ処
理を戻す。
【００７５】
　図８は、端末装置３が行う寿命予測処理の手順を示すフローチャートである。端末装置
３の処理部３０は、通信部３５にてモニタ１から輝度及び温度の測定結果を受信したか否
かを判定する（ステップＳ２１）。測定結果を受信した場合（Ｓ２１：ＹＥＳ）、処理部
３０は、受信した測定輝度と、測定結果と共にモニタ１から送信される最大輝度算出用情
報（係数ａ及びｂ）と、（１）式とに基づいて、各測定輝度に対応する最大輝度値を算出
する（ステップＳ２２）。処理部３０は、受信した測定結果及び算出した最大輝度をハー
ドディスク３２に記憶し（ステップＳ２３）、ステップＳ２１へ処理を戻す。また測定結
果を受信していない場合（Ｓ２１：ＮＯ）、処理部３０は、モニタ１の寿命予測を行う指
示を操作部３３にて受け付けたか否かを判定する（ステップＳ２４）。寿命予測の指示を
受け付けていない場合（Ｓ２４：ＮＯ）、処理部３０は、ステップＳ２１へ処理を戻す。
【００７６】
　モニタ１の寿命予測を行う指示を受け付けた場合（Ｓ２４：ＹＥＳ）、処理部３０は、
ハードディスク３２に記憶した情報から、モニタ１の光センサ１９の校正時期及びキャリ
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ブレーション時期を取得し（ステップＳ２５）、取得した時期に応じて測定結果を区分す
る処理を行う（ステップＳ２６）。次いで処理部３０は、変数ｉの値を１に設定する（ス
テップＳ２７）。なお変数ｉは、処理部３０内のレジスタ又はメモリ等により実現される
ものであり、温度補正処理の処理対象とする区分を判別するための値が格納される。
【００７７】
　処理部３０は、ハードディスク３２に記憶した情報から、第ｉ区分の最大輝度、測定温
度及び測定時期等の情報を読み出す（ステップＳ２８）。処理部３０は、読み出した情報
に基づき、第ｉ区分に関する温度補正処理を行う（ステップＳ２９）。温度補正処理の終
了後、処理部３０は、全区分について処理を終了したか否かを判定する（ステップＳ３０
）。全区分について処理を終了していない場合（Ｓ３０：ＮＯ）、処理部３０は、変数ｉ
に１を加算し（ステップＳ３１）、ステップＳ２８へ処理を戻して、次の区分について温
度補正処理を行う。
【００７８】
　全区分について温度補正処理を終了した場合（Ｓ３０：ＹＥＳ）、処理部３０は、各区
分の最大輝度値の変化傾向を統合する統合処理を行う（ステップＳ３２）。統合処理の終
了後、処理部３０は、統合処理により得られた線形近似直線と、設定された限界輝度とに
基づいて、モニタ１の寿命を予測する処理を行い（ステップＳ３３）、予測結果をモニタ
１に表示して（ステップＳ３４）、処理を終了する。
【００７９】
　図９及び図１０は、端末装置３による温度補正処理の手順を示すフローチャートであり
、図８のフローチャートのステップＳ２９にて行う処理である。端末装置３の処理部３０
は、処理対象の区分について測定温度及び測定時期の情報を取得する（ステップＳ４１）
。処理部３０は、取得した情報に基づいて平均温度を算出し（ステップＳ４２）、算出し
た平均温度と各測定温度との差分を算出する（ステップＳ４３）。処理部３０は、算出し
た複数の差分からその値が最大となる最大差分を特定すると共に（ステップＳ４４）、最
大差分に対応する測定時期Ｔ’を特定する（ステップＳ４５）。
【００８０】
　また処理部３０は、処理対象の区分について最大輝度値及び測定時期の情報を取得する
（ステップＳ４６）。処理部３０は、取得した情報に基づいて、最大輝度値及び測定時期
の対応関係について線形近似直線を導出し（ステップＳ４７）、導出した線形近似直線と
各最大輝度値との誤差を算出する（ステップＳ４８）。次いで処理部３０は、算出した複
数の誤差の中から、ステップＳ４５にて特定した測定時期Ｔ’に対応する誤差を取得する
（ステップＳ４９）。処理部３０は、ステップＳ４４にて特定した温度の最大差分ΔＴｍ
ｐ（Ｔ’）と、ステップＳ４９にて取得した誤差ΔＧ（Ｔ’）とに基づいて、補正係数Ｆ
＝ΔＧ（Ｔ’）／ΔＴｍｐ（Ｔ’）を算出する（ステップＳ５０）。
【００８１】
　次いで処理部３０は、算出した補正係数Ｆと、上述の（２）式とに基づいて、最大輝度
値の補正を行う（ステップＳ５１）。処理部３０は、補正後の最大輝度値－測定時期の対
応関係について線形近似直線を導出し（ステップＳ５２）、導出した線形近似直線と補正
後の各最大輝度値との誤差を算出する（ステップＳ５３）。処理部３０は、算出した複数
の誤差について二乗平均平方根を算出し（ステップＳ５４）、算出した二乗平均平方根は
メモリなどに記憶しておく。
【００８２】
　処理部３０は、前回の二乗平均平方根が記憶されているか否かを判定し（ステップＳ５
５）、記憶されている場合には（Ｓ５５：ＹＥＳ）、前回の二乗平均平方根が今回の二乗
平均平方根より小さいか否かを更に判定する（ステップＳ５６）。前回の二乗平均平方根
が記憶されていない場合には（Ｓ５５：ＮＯ）、又は、前回の二乗平均平方根が今回の二
乗平均平方根より大きい場合（Ｓ５６：ＮＯ）、処理部３０は、温度補正係数Ｆの値を適
宜に変更して（ステップＳ５７）、ステップＳ５１へ処理を戻し、最大輝度値の補正を繰
り返し行う。
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【００８３】
　前回の二乗平均平方根が今回の二乗平均平方根より小さい場合（Ｓ５６：ＹＥＳ）、処
理部３０は、前回の最大輝度値の補正結果を、最終的な補正結果として採用し（ステップ
Ｓ５８）、温度補正処理を終了する。
【００８４】
　以上の構成の本実施の形態に係る寿命予測システムは、モニタ１の表示画面の輝度（特
性値）を光センサ１９にて測定すると共に、表示画面周辺の温度を温度センサ２０にて測
定し、測定した輝度及び温度を対応づけて端末装置３がハードディスク３２に記憶してお
く。モニタ１による測定を繰り返し行って得られた複数の輝度及び温度に基づき、端末装
置３は、測定の際の温度が略一定であったと仮定した場合の輝度の変化の傾向を予測し、
予測した変化の傾向に応じてモニタ１の寿命を予測する。端末装置３は、予測した輝度の
変化傾向に基づいて、モニタ１の輝度が限界輝度に満たなくなる時期を算出し、この時期
をモニタ１の寿命到達時期とすることができる。これらにより端末装置３は、周辺温度に
よる輝度の測定結果の温度依存性を低減してモニタ１の寿命予測を行うことができるため
、モニタ１の寿命を精度よく予測することができる。
【００８５】
　また、繰り返しの測定により得られた複数の測定温度に基づいて平均温度を決定し、平
均温度と各測定温度との差分を算出し、複数の差分から最大差分を算出する。モニタ１の
輝度の変化傾向の予測を温度の最大差分に基づいて行うことにより、最も温度差が大きい
ときの測定結果を考慮してモニタ１の寿命予測を行うことができる。なお、平均温度では
なく、所定の温度（例えば３０℃など）を予め定めておき、この所定温度と測定温度との
差分を用いて処理を行ってもよい。また、差分を用いるのではなく、平均温度に対する測
定温度の比率などを用いて処理を行ってもよい。
【００８６】
　また端末装置３は、モニタ１の輝度及び温度の測定結果と共にこの測定を行った測定時
期を記憶しておく。端末装置３は、繰り返しの測定により得られた複数の輝度－測定時期
の対応に関する線形近似直線を導出し、導出した線形近似直線と各輝度の測定結果との誤
差を算出する。端末装置３は、測定温度と平均温度との最大差分に対応する測定温度を測
定した時期を特定し、この測定時期に対応する輝度の誤差を抽出して、温度の最大差分及
び輝度の誤差に基づいて温度補正係数Ｆを算出し、温度補正係数Ｆ及び（２）式に基づい
て輝度の温度補正を行う。端末装置３は、温度補正後の輝度に基づいてモニタ１の輝度の
変化傾向を予測する。これにより、最も温度差が大きい測定時期に測定した輝度の誤差を
考慮して測定結果を補正することができ、温度補正された輝度に基づいてモニタ１の寿命
予測を行うことができる。
【００８７】
　また端末装置３は、温度補正後の輝度に対して、線形近似直線の導出、誤差の算出及び
輝度の補正を繰り返して行う。この繰り返しは、算出した誤差が所定条件を満たすまで行
う。所定条件は、例えば算出した複数の誤差について二乗平均平方根を算出し、繰り返し
の処理において前回に算出した二乗平均平方根より今回に算出した二乗平均平方根が大き
い場合に繰り返しを終了するという条件を採用することができる。また例えば算出した二
乗平均平方根が閾値未満の場合に繰り返しを終了する条件を採用してもよく、その他の条
件を採用してもよい。温度補正を繰り返し行うことによって、モニタ１の寿命予測の精度
を高めることができる。複数の測定情報に対して線形近似直線のような統計的解析を繰り
返し行うことによって、突発的な環境温度の変化により寿命予測の精度が低下するという
問題が発生することを抑制できる。なお本実施の形態においては線形近似直線を導出する
構成としたが、これに限るものではなく、例えばレーマン式のような曲線を採用し、線形
近似直線に代えて線形近似曲線を導出して寿命予測を行う構成としてもよい。
【００８８】
　また端末装置３は、モニタ１の光センサ１９の校正時期及びキャリブレーション時期を
取得し、これらの時期を境として輝度及び温度の測定結果を複数に区分し、区分毎に輝度
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の温度補正処理を行う。端末装置３は、区分毎に温度補正を行った輝度を統合し、統合さ
れた輝度の変化の傾向に基づいてモニタ１の寿命を予測する。これにより、光センサ１９
の校正又はキャリブレーション等の影響による予測精度の低下を防止できる。
【００８９】
　また端末装置は、モニタ１にて測定した輝度と、測定を行った際のモニタ１の明るさ設
定と、測定輝度から最大輝度を算出するための情報とをモニタ１から取得し、測定輝度を
最大輝度に変換して変化傾向を予測する。これにより、モニタ１にて最大輝度での測定を
行うことなく、端末装置３が最大輝度の変化傾向を予測することができる。
【００９０】
　なお本実施の形態においては、モニタ１は液晶パネル１１を用いて表示を行う液晶表示
装置としたが、これに限るものではなく、例えばＰＤＰ（Plasma Display Panel）などで
表示を行う表示装置であってよい。またモニタ１及び端末装置３を別体の装置としたが、
これに限るものではなく、例えばノートパソコン又はタブレット端末等のように、モニタ
及び端末装置が一体となった構成であってもよい。またモニタ１が輝度を測定するための
光センサ１９を備える構成としたが、これに限るものではなく、例えば端末装置３が光セ
ンサ１９を備える構成であってよく、また例えばその他の装置が光センサ１９を備えて端
末装置３がこの装置から測定結果を取得する構成としてもよい。また光センサ１９が輝度
測定を行った際の明るさ設定値をモニタ１から端末装置３へ送信する構成としたが、光セ
ンサ１９による測定を最大輝度設定で行う構成とした場合、端末装置３へ明るさ設定を送
信する必要はなく、（１）式による最大輝度算出の演算を行う必要はない。
【００９１】
　また、本実施の形態においては、ＲＧＢ表色系のＲＧＢ値を出力する光センサ１９を用
い、光センサ１０の出力値から輝度を算出する構成としたが、これに限るものではない。
例えば輝度（光量）値を出力する光センサを用いて、直接的に輝度を取得する構成として
もよい。また例えばＸＹＺ表色系の三刺激値のような表示強度を出力するセンサを用い、
センサの出力値から輝度を導出する構成としてもよい。
【００９２】
　また、本実施の形態においては、モニタ１の特性値として輝度の変化傾向に基づく寿命
予測を行う構成としたが、これに限るものではない。例えば光センサ１９が出力するＲＧ
Ｂ値の変化傾向に基づく寿命予測を行ってもよい。また例えば光センサ１９が出力するＲ
ＧＢ値から色度（ｘ＝０．６Ｒ－０．２８Ｇ－０．３２Ｂ、ｙ＝０．２Ｒ－０．５２Ｇ＋
０．３１Ｂ）を算出し、色度の変化傾向に基づく寿命予測を行ってもよい。いずれの場合
であっても、上述の説明及び演算式等において輝度とした箇所を、ＲＧＢ値又は色度等に
置き換えることによって、これらの特性値の変化傾向を同様の方法で予測することができ
る。更に他の特性値の変化傾向に基づく寿命予測を行ってもよい。特性値は、センサなど
で検知される値又はこの値から算出される値のいずれであってもよい。
【００９３】
　また、本実施の形態においては、寿命予測プログラム９０が光ディスク９に記録され、
ディスクドライブ３６にて光ディスク９から読み出した寿命予測プログラム９０を端末装
置３のハードディスク３２にインストールする構成としたが、これに限るものではない。
例えばインターネットなどのネットワークを介して端末装置３が寿命予測プログラム９０
をサーバ装置などからダウンロードしてハードディスク３２にインストールする構成とし
てもよい。
【符号の説明】
【００９４】
　１　モニタ
　３　端末装置
　１０　制御部
　１１　液晶パネル
　１２　パネル駆動部
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　１３　バックライト
　１４　ライト駆動部
　１５　画像信号入力部
　１６　通信部
　１７　操作部
　１８　記憶部
　１９　光センサ
　２０　温度センサ
　３０　処理部
　３１　メモリ
　３２　ハードディスク
　３３　操作部
　３４　画像出力部
　３５　通信部

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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